
 

 

 

 

 日本共産党は、北朝鮮の核・ミサイ

ル開発に厳しく抗議してきました。 

同時に、経済制裁の強化と一体に

「対話による平和的解決」をはかるこ

とこそ唯一の解決策だと訴えてきま

した。「対話否定論」を繰り返し、先

制的な軍事力行使をも「選択肢」に含

める米国政府の立場を支持する安倍

首相に対し、米国が先制攻撃に踏み切

れば多数の命が失われる強い懸念

（下）があることを指摘。「先制的な

軍事力行使は絶対にやるべきではな

いと提起すべきだ」と、志位和夫委員

長が国会で迫りました。首相はどうい

う態度をとるか全く答えず、「米国と

緊密に連携していく」などとのべるだ

けでした。 

「議会調査局の報告では、朝鮮半島に

おける紛争で、国境の両側で最大 2500

万人の人々が影響を受け、このうちには

10 万人以上の市民が含まれると指摘さ

れている」（2017年 11月４日） 

安
倍
首
相
は
、
改
憲
へ
の
強
い
執
念
を
見
せ
、
今
年
の
通
常
国
会

に
も
憲
法
改
定
の
国
会
発
議
を
行
お
う
と
い
う
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
描

い
て
い
ま
す
。
政
治
的
立
場
の
違
い
、
思
想
・
信
条
の
違
い
を
超
え
、

安
倍
９
条
改
憲
反
対
の
一
点
で
、
力
を
合
わ
せ
ま
し
ょ
う
。 

「
安
倍
９
条
改
憲
Ｎ
Ｏ
！
全
国
市
民
ア
ク
シ
ョ
ン
」
が
「
３

０
０
０
万
人
署
名
」
を
、
全
国
の
草
の
根
で
集
め
よ
う
と
呼
び

か
け
ま
し
た
。
野
党
各
党
は
、「
安
倍
政
権
に
よ
る
９
条
改
憲

に
反
対
す
る
」
こ
と
を
市
民
連
合
と
の
政
策
合
意
で
確
認
し
て

い
ま
す
。
日
本
共
産
党
は
、
こ
の
一
点
で
の
市
民
と
野
党
の
共

闘
を
大
き
く
発
展
さ
せ
る
た
め
に
力
を
つ
く
し
ま
す
。 

※
こ
の
豊
田
民
報
号
外
に
折
り
込
み
ま
し
た
署
名
に
ご
協
力
い
た
だ
け
ま
し
た
ら
、
添
え
て
あ
り
ま
す
封
筒
に
入

れ
て
ご
返
送
く
だ
さ
い
。
料
金
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
日
本
共
産
党
豊
田
市
議
団
が
国
会
に
届
け
ま
す
。 

 

経団連が総選挙翌日に求めた「国民の痛みを伴う

改革」の”号令”に呼応するように政府の審議会が

医療・介護・生活保護の全分野で給付削減を打ち出

しました（※介護改悪の内容は上）。全世代に対す

る社会保障切り捨てとなり、絶対に許せません。 

 

 

安倍政権は全国で約 30基もの原発の

再稼働を進める方針を示しています。

どの世論調査でも「反対」が「賛成」

 

の約２倍にのぼっています。安倍政権の方針は、

国民の世論に真っ

向から反するも

の。日本共産党は、

「原発ゼロ」の決

断を迫って奮闘し

ます。 

 

安
倍
政
権
が
狙
う 

介
護
保
険
の
給
付
外
し 

高浜原発 3.4号機 

 

 

 

大学卒業後、みかわ市民生
協(現在のコープあいち)に就
職。安心・安全な食品を毎週、
組合員さんに届ける、共同購
入の仕事で、やりがいを感じて

いました。 

市長に提出しました。 

 

 

日本共産党豊田市議団 

■ホームページ 
 

 

２０１８年１・２月号外 発行：日本共産党豊田市委員会  

日本共産党豊田市委員会と本多のぶひろ の活動を紹介します。 

次
期
は
、
県
議
に
挑
戦

し
ま
す
。
本
多
さ
ん
は

私
の
後
継
者
で
す
。
本

多
さ
ん
へ
の
ご
支
援

を
私
と
共
々
、
よ
ろ
し

く
お
願
い
し
ま
す
。 

 
 

大
村
よ
し
の
り 

 

 

本多のぶひろの PROFILE 
◆豊田市出身４２歳 

◆大林小学校・末野原中学校・豊野高校、中京大学経済学部を卒業  

◆みかわ市民生協、民主青年新聞の記者などの後、 

日本共産党名古屋市会議員団事務局で勤務  

◆現在、日本共産党西三河地区委員会勤務。豊田市寿町在住。 

東京で「民青新聞」の記者として

８年間勤務。時事問題で大学教員

や国会議員にインタビューをする機

会も。その後、日本共産党名古屋

市議団の事務局で仕事をしてきま

した。 

 

右の写真は、昨年の豊田マ

ラソンで 10km を走ったゴール

写真です。記録は 45 分 26 秒

（ネットタイム：スタート地点を通

過してからゴールまでのタイム）

でした。 

 

  
渋谷での街頭インタビュー 

 

時事通信が 8～11 日に
実施した 12 月の世論調査

によると、憲法改正の発議
を 1 月召集の通常国会で
行うべきかどうかについ
て、「反対」が 68．4％と
7割近くに上りました。 


